





















































































































































































































































































































































































































































































































ースト・ナショナル・シティ銀行[First National City Bank of New Ｙｏrk]，バンク
・オブ・アメリカ[Bank of America]，チェース・マンハッタン銀行[Chase Man-
hattanBank])に集中していた。内訳の判明する1952年から64年までのデ
ータによれば, MOF保有の外銀定期預金の60％～90％までが，この３
行に集中していた。また，1969年のデータでも，この比率は約60％であ
った。
　米系３行と大蔵省・日銀との関係は，占領期に形成された。３行に置か
－175－
れていたＳＣＡＰドル勘定（占領軍が外貨を管理した時代の外貨勘定）は，1949
年末に外貨の管理運営が日本政府に委任された際に，外国為替管理委員会
（ＦＥＣＢ）に引継がれた65）。1952年当時，日本に支店を設置していた米系銀
行は，この３行だけであり，まだ本邦為銀の活動が軌道に乗っていなかっ
表11　米銀クレジット・ラインとＭＯＦ・日銀・為銀預金（1969年９月末現在）
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た1950年代の前半には，この３行が対外取引において大きな役割を果し
た。
　大蔵省・日銀が，本邦為銀の外貨調達を支援するシステムが典型的に機
能したのは，1950年代～1960年代半ばであった。 1960年代後半には，本
邦為銀の信用力が増し，大蔵省・日銀の支援がなくても，外国銀行からク
レジット・ラインを得ることが可能となった。 1960年代を通じて日本の
輸入量が拡大し，外銀からのユーザンス借入の必要額が増すと，本邦為銀
は，米国の銀行にクレジット・ラインの開設，増額を求め，自力でクレジ
ット・ラインを獲得することにかなりの程度まで成功した。 1969年６月
末の米銀クレジット・ラインとMOF,日銀，為銀預金を見ると，米銀が
本邦為銀に供与したのクレジット・ラインとMOF,日銀預金の金額の間
には，明瞭な相関関係を見出せない（表11）。
本邦為銀への外貨定期預金　1960年代には，本邦為銀への外貨定期預金
は，もっぱら東京銀行の保護育成のために存在した66）。
　1968年において，東京銀行への定期預金３億2000万ドル（「東銀一般定
期」）に対し，東京銀行以外の甲種為銀への預金は3070万ドル（「外貨預け
金」）にすぎなかった。東京銀行をのぞく甲種為銀にとって, MOF預金が
大きな意味を待ったのは1950年代半ばまでの時期に限られた。
　甲種為銀への預金は，外貨預託制度（1952年12月発足，1954年３月，外貨
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預金制度と改称）呼ばれ，本邦為銀を育成する目的で設けられた67）。当時，
本邦為銀の対外信用は薄弱であり，本邦為銀は，外国銀行に保証金（マー
ジン・マネー）を積んで，確認を受けなければ信用状を発行できない状態
にあった。外貨預託（預金）制度の主たる目的は，本邦為銀にとって大き
な負担であったマージン・マネーを，政府（ＭＯＦ勘定）が融通することに
あった。 1954年末には，外国銀行への信用状開設保証金は不要になった
ので，外貨預託（預金）制度の意義は薄れた。そこで大蔵省は，同年，為
専制度が創設されたのを機に，甲種為銀への外貨預金を漸次縮小し，本邦
為銀に対する外貨預金を東京銀行１行に集中するようになった68）。
　（4）小括
　1950～60年代の対外金融業務は12行の甲種外国為替銀行によって寡占
的に支配された。これは，大蔵省が，甲種為銀の範囲を都市銀行に絞るこ
とにより，為替管理を円滑に行なおうとした結果である。
　外国銀行とのコルレス契約と海外支店における外貨貸付け業務（現地貸
付）を許可された甲種為銀は，カルテル（二水会）を結成した。対外金融
にかかわる利率および手数料を決定することができたので，この種の業務
の収益性は高かった。外国銀行の支店や現地法人の進出に対する，大蔵省
や日銀の抑制的な姿勢も，甲種為銀のカルテルを補強した。他方，対外金
融業務を外国為替専門銀行（東京銀行）に集中的に取扱わせようという大
蔵省の構想は，成果を収めず，為専は中途半端な形に終った。
　都市銀行でもあった本邦為銀は，国内企業の旺盛な資金需要に応じるた
めに，1950～60年代を通じて，資金不足の状態にあった。本邦為銀は，
国内向けの資金の不足分をコール市場と日銀信用に依存すると同時に，対
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外業務に要する資金は，ほぼ全面的に外国銀行と日銀に依存した。
　大蔵省は，外貨準備の一部を東京銀行に預託して，その資金繰りを助け，
また，大蔵省・日銀は甲種為銀が外銀からクレジット・ライン（貸出枠）
を得やすくするために，外貨準備の一部を外銀に預金した。甲種為銀の外
銀に対する短期債務は，外貨準備のバッファーの役割を果したので，この
ような外貨準備の運用は，甲種為銀の保護政策にとどまるものではなく，
為替政策の一環でもあった。
［付記］本橋は，2003年度成城大学特別研究助成による研究「1960年代前半の外
　　　　資導入と海外資本市場一利子平衡税とユーロ市場－」の成果の一部である。
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